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I 研究目的

厚生労働省が実施している介護給付費実態調

査報告 (厚 生労働省 201l a)の 概況を遡ると,

訪問系サービスで訪間介護や訪問看護の利用が多

く
1),在

宅高齢者を支える重要なサービスとなっ

ている。

また,両サービスは,中重度の在宅要介護高齢

者に対し,生活ニーズを満たす介護サービスと医

療ニーズを満たす看護サービスの一体的供給が求

められており,介護保険法の平成24年 度改正に

おいて,訪問介護と訪問看護とが一体的又は密接

に連携しながら定期巡回型訪問を行う定期巡回・

随時対応型訪問介護看護が創設され (厚生労働

省 201l b),訪聞介護と訪問看護の連携の重要性

が今まで以上に増 している。長倉 (2008)1こ よ

ると,在宅化推進に寄与する特徴 (要因)と して,

在宅サービス提供事業所が有効に連携 し,サー

ビス提供のマネジメントが的確に実践される「ネ

ットワーク,サービス技術をイ舌用したケアマネジ

メント」が指摘されており,介護保険制度下では,

居宅サービス計画等通して訪問介護や訪問看護と

いった在宅サービスを調整しつなげる介護支援専

門員の存在も必要不可欠となる。訪問介護事業所

は介護の実践を通して利用者の生活継続を支える

社会資源であり,社会資源の中でも介護という実

践を介し利用者にとって身近な存在となる。指定

居宅サービス等の事業の人員,設備及び運営に関

する基準 (以下,指定基準)(厚生労働省 1999)

の第3条 や第14条 によれば,訪間介護事業所は

居宅介護支援事業所や保健医療サービス等他の

P占宅サービス事業所との密接な連携に努めなけれ

ばならないこととされており,チーム活動の視点

が求められることが考えられる。さらに,訪問介

護事業所に配置されているサービス提供責任者は,

事業所内の訪問介護職や他の居宅サービス事業

所の関係者だけでなく,高齢者本人とその奈族等

様々な人々と連携を図りながら (鳥海 20041武

田 2004),チ ームで在宅の高齢者を継続的に支え

ていく役割を担うことが求められている。

このような動向を踏まえ,訪問介護,訪問看

護,居宅介護支援に焦点をあてた研究が必要で

あることから,筆者らは訪間介護事業所のサービ

ス提供責任者による訪問看護事業所の訪問看護

職や居宅介護支援事業所の介護支援専門員との

連携としてチーム活動の現状を↓巴握するため,チ

ーム活動の実践度の構造を明らかにした (綾部

ほか 2012)。 さらに先行研究 (鳥 海ほか 2003;

鳥海 2005;須加 2007;大阪市立大学大学院白

津政和教授退職記念論集編集委員会編 2011:湯

浅 2008;松井ほか 2005)では,連携等の関連要

因として,「研修参加J「経験年数」「訪問介護計

画作成担当数」等サービス提供責任者個人の特

性や「経営状態」等所属事業所の特徴,「連携の

時間の確保」「職場内外の人間関係」等の職場環

境が報告されているが,訪問介護,訪問看護,居

宅介護支援に焦点をあてた調査研究ではない。よ

って本稿では,「訪問介護事業所のサービス提供

責任者による訪問看護事業所の訪問看護職や居

宅介護支援事業所の介護支援専門員とのテーム

活動の実践度」と「サービス提供責任者の個人

特性」や「所属機関の特徴」,「職場環境Jと の関
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連について検証することを目的とした。本研究は
,

サービス提供責任者による訪問看護職や介護支援

専門貝とのチーム活動のあり方についての方法を

提示していくうえでの一助になると考える。

Ⅱ 研究方法

1 調査対象

調介対象は,A圏 でWAMNET2)に 登録され

ており,無作為で抽出された訪問介護事業所のサ

ービス提供責任者500名である。

2 調査方法

調査方法は,各事業所に1名,調介票を引
`送

す

る方法を採用した (自 記式調査 )。

3 調査期間

調査期間は,2010年 10月 4H～ 10月 31日 であ

った。有効回収率は,512%(256名)であった。

4 主な調査内容

調査頂日は,先行研究 (鳥海ほか 2003;鳥 海

2005;須 加 2007,大 阪市立大学大学院白浮政

和教授退職記念論集編集委員会編 2011;湯 浅

2008;松井ほか 2005)よ り関連要因として考えら

れる「サービス提供責任者の特性 (以下,「特性」)」

「所属事業所の特徴J(以下,「事業所の特徴」)「サ

ービス提供責任者の職場環境 (以下,「職場環境J)J

と「訪問介護事業所のサービス提供責任者による

訪聞看護職や介護支援専門員とのテーム活動の実

践度」(以下,「チーム活動」)を設定した。

まず,「特性」は,サービス提供責任者の基本

属性及び所属する訪問介護事業所の特徴に関す

る項目で構成されている。コントロール要因であ

る「性別」「年齢」の他,「業務形態J「チーム経

験の有無」「介護経験の有無J「連携に関する研4姿

受講経験の有無」「在宅・地域関連経験年教」「現

事業所の経験年数J「訪問介護計画作成担当数」

「経営主体」「経営状態J「訪間看護ステーション

の併設の有無」「居宅介護支援事業者の併設の有

無」の12項 目を設定した。「職場環境」を先行研

究 (′弓海ほか 2003;′弓海 2005,須加 2007,大

阪市立大学大学院白浮政和教授退職記念論集編

集委員会編 2011,湯浅 2008,松井ほか 2005)

より「サービス提供責任者が実践を展開する とで,

職場内外での他のメンバーとの支援関係や利用

者等との人間関係といった人的珠境,給与や手当

等の待遇環境,情報共有や伝達等の連携環境と

いった職場の環境Jと 定義を行った。そして「1

職場での人間関係は,全体としてうまくいってい

る」「2.上 司は,私が仕事上の問題で困っている

とき,相談にのってくれるJ「3同僚は,私が仕

事 Lの問題で困っているとき,相談にのってくれ

るJ「4あ なたの職場は,他職極 。他機関との連

携を重要と考えているJ「5経営面安定のために,

収益を意識せざるを得ない職場味境である」「6.

私の給料は,仕事の量や成果と釣り合いがとれて

いる」「7残業手当など,諸手当が十分であるJ

「8.在宅高齢者の情報を他職種に伝える時間があ

る」「9,在宅高齢者の情報を他職種と共有する余

裕がある」「10在宅高齢者の情報を他職種と検

討する時間があるJ「11在宅高齢者・家族とお

おむね良好な関係を築けている」「12.在宅高齢

者 。家族から信頼されている」「13在宅高齢者・

家族からよく相談を受けるJ(以下,「lJ「2J)を

選定した。同答選択肢は,「1点 :全 くそう思わな

いJか ら「5点 :と てもそう思うJの 5段 階を設

定した。選定された独立変数については,プロジ

ェクトテームでブレーンストーミングを行い,項

目の原案を作成した。その原案について,実際従

事しているサービス提供責任者や訪間看護職,介

護支援専門員,研究者によるパイロットスタデ

ィを行い, さらにエキスパートレビューを受けた。

そして,少なくとも内容妥当性を確保した。そし

てこれらの独立変数が「チーム活動」に関連す

ると考えられる要因として必要な項目であること

を確認した。「職場環境」の構成囚了・を確認する

ためプロマックス回転を伴う主囚子法の因子分析

を行った。「チーム活動」は,先行研究 (小牧ほ

か 1993)よ り「サービス提供責任者が訪問看護

職や介護支援専門貝と共に高齢者とその家族の在

宅支援のための共通日標をもって役割分担や具体
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的手段を活用しながら協力して働くことJと 操作

的に定義づけした。「チーム活動Jは既に先行研

究でプロマックス回転を伴う主凶子法の囚子分析

を行っており,除外された項日はなく2囚 子 (25

項目)が抽出,内容妥当‖′1お よび信頼性が検証さ

れている (武田 2004)。 第1囚 予「支援の質を高

めるためのチーム活動 (α =958)Jは,必要時に

は情報共有のために時間をかけることの大切さを

チームメンバー (以下,「 メンバー」)に説明する,

身体的,心理的,経済的負↓Hの軽減など在宅高齢

者の利益を最大にするため連携を行うようメンバ

ーに働きかける,メ ンバーの教育背景や実践経験

を把握し,メ ンバー間の役割を柔軟に捉えてチー

ムに協力する,それぞれの専門職としての役割と

限界を認識し,チームにどのように貢献できるか

を検討し,メ ンバーの役割を補う,チーム活動に

よって在宅高齢者の理解を深め,他職種から専門

的知識・技術を学び,自 身のケアに活かす,在宅

高齢者がサービスを利用することを受容する過程

に合わせて,メ ンバーの役害Jを柔軟に変化させる

ことを提案する,在宅高齢者の生活状況の変化を

予測し,チームの支援課題として捉え今後の対応

方法を提案する,メ ンバーの専門性を尊重し,対

等な関係を形成する,チ ームとしての信頼性を高

めるために,他のメンバーと高齢者および家族の

問に形成されている信頼関係を活用する,在宅高

齢者の意思表示が明瞭な時期に,意思を多角的

に把握し,その思いをメンバーと確認する,家族

の思いを継続的に把握し,家族間の意見がずれて

いることに気づいたときにはチームで共有し,家

族の思いを再確認するようメンバーに働きかける,

メンバーが援助を実践する上で不安を感じた場合 ,

不安を傾聴し,助言を行う,身体的,心
'里

的,経

済的負担の軽減など高齢者の利益を優先して,ケ

アに必要な情報をメンバーから積極的に収集する,

メンバー間の情報共有の必要性について,在宅高

齢者および家族の理解を得る,メ ンバー間で疾患

に関する知識を共有するよう働きかける,家族関

係の変化や,家族の介護への関わり方の変化を継

続的に把握し,それらをメンバーに情報提供する,

の16項 目で,第 2円子「支援を円滑にするための

チーム活動 (a=920)Jlよ , 日的や状況によって

「連絡ノー トJ「電話」「会議Jな ど最も望ましい

連絡手段を選択する,緊急を要する場合など,介

護職又は看護職が介護支援専 P]員 の役割を代替

して直接関係機関との連携調整等を行う,チーム

メンバーからの助言を全体で受け止めて,チーム

ー員として課題を解決する,チームという発想を

もち,メ ンバーのそれぞれに害1り 当てられた役割

を呆たす,ケ アの具体的内容を祝覚的に把握でき

ることや,時系列で把握するなど,ノ ートによる

情報共有のあり方を L夫する,在宅高齢者の身体

的,精神的,社会的な状況の変化がある場合に迅

速に情報の共有を図る,メ ンバーヘの報告のタイ

ミング,さ らに,報告先のメンバーを適切に判断

する,他のチームメンバーが相談のためにいつで

も来訪できるよう,事業所の立ち寄りやすいよう

な雰囲気づくりを行う,メ ンバーに対してわかり

やすい言葉と適切な文章表現で情報提供する,の

9項 日で構成されている。回答選択肢は「実践で

きていない (1点 )」 から「実践できている (5点 )J

までの5段階選択肢を設定した。

5 調査に関しての倫理的配慮

倫理的配慮として,B大学倫}甲 審査委員会の承

認を得て実施し,対象者には研究の趣旨や匿名性

の確保,データの管チlP方法を文書で説明した。

6 分析方法

分析方法について,「チーム活動」の関連要因

を明らかにするためコントロール変数を含む「特

性」「事業所の特徴」「職場環境J(↓由出された各

囚子の因子得点)を独立変数とし,「チーム活動」

の各因子の四千得点を従属変数とした強制投入法

による重回帰分析を行った。統計分析は,SPSS

12 0 for Windowsを 用いた。

Ⅲ 結 果

1「サービス提供責任者の特性」「所属事業所

の特徴」の単純集計結果

「特性Jの結果を表1に示す。性別では「女性J
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が78.2%,年齢は平均453歳 ,業務形態は「兼

任Jが 5040/0で多かった。経験に関しては,チー

ム活動経験「ありJが 79,6%,介護経験「ありJ

が660%,職場タトT研 4雰受講経験「なし」が51.2%,

在宅や地域での経験年数の「5年以上10年未満J

が51,7%,現 事業所での経験年数「5年未満Jが
463%で多かった。訪問介護計画作成担当数では

「40ケース以上」が262%で最も多かった。介護

福祉士取得では「ありJが 681%,ヘ ルパー1級

表 1 サービス提供責任者の特性 単純集計結果

注 1)欠損値があるため,N=256名 にならない項目がある。
注2)有効パーセント

取得では「なし」が64.2%で 多かった。

「事業所の特徴Jの結果を表 2に示す。経営主

体では「株式会社」604%,経営状態では「やゃ

黒宇J418%,訪聞看護ステーション「併設なし」

が86.3%,居宅介護支援事業所「併設ありJが
59,8%で 多かった。

2 「職場環境」の単純集計および因子分析の結果

「サービス提供責任者の職場環境Jの単純集計お

項  目 カテコリー
度数

注1)

(人 )

比率
た2)

(%)

‖圭月J

男性

女性

55

197

21 8

78 2

年齢
※平均453歳

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代以上

13

44

85

109

52

17 5

339

434

業務形態

専任

兼任

124

126

496

50 4

介護支援専門員
や訪問看護職と
のチーム活動
経験の有無

活動経験あり

活動経験なし

199

51

796

204

チーム活動
経験あり

(事例の内容)

※複数回答

終末期ケア

難病

身体障害者

精神障害者

ス トーマ

認知症

在宅酸素

152

87

73

46

60

107

95

介護経験の有無

経験あり

経験なし

167

86

660

340

項  目 カテ蜀リー
度数

注1)

(人 )

比率
たり

(%)

チームアプローチ
,

チームワーク,連携
に関わる職場外

研修受講経験の有無

あり

なし

124

130

488

51 2

在宅・地域職場
での経験年数

5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上

37

124

53

26

154

51 7

22 1

108

現事業所での

経験年数

5年末満

5年以上
10年未満

10年以上

118

107

30

46 3

42

11 8

訪問介護計画
作成担当数

10ケース未満

10ケ ース以上
20ケ ース未満

20ケ ース以上
30ケ ース未満

30ケ ース以上
40ケ ース未満

40ケ ース以上

56

41

55

37

67

21 9

16

21 5

145

262

所持資格の有無
(介護福祉士)

資格あり

資格なし

173

81

68 1

31 9

所持資格の有無
(ヘ ルパー1級 )

資格あり

資格なし

91

163

358

642
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よび因子分析の結果については,表 3,表 4に示す。

3 「チーム活動の実践度」の関連要因の結果

重同帰分析の結果については,表 5に示す。

表2 所属事業所の特徴 単純集計結果

注 1)欠損値があるため,N=256名 にならない項目がある

注2)有効パーセント

表3 サービス提供責任者の職場環境 集計結果

「特性」に関して,全因子とも,「チーム経験の有

無」との間でIの有意な関連を示した。

「職場環境」に関して,全因子とも「人的資源と

の肯定的な関係」との間で正の有意な関連を示した。

度数
濃1)

(人 )

ナし率
注2)

(°/。 )
項  目 カテ蜀リー

43

21

20

154

1

16

169
82
78
604
04
63

経営主体

社会福祉法人

医療法人

NPO法人

株式会社

行政機関

その他

1 2

418
295
193
82

経営状態

大幅に黒字

やや黒字

分岐点

やや赤字

大幅に赤字

3

102

72

47

20

訪問看護ステーション併設の有無
あり

なし

35

221

137
863

あり

なし

153

103

598
402

居宅介護支援事業所併設の有無

最大値 平均値 標準偏差項 目 度数 最小値

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

408

417

426

448

340

310

315

371

354

344

415

409

396

077

089

081

071

1 09

1 08

114

091

095

096

060

059

066

1職場での人間関係は,全体としてうまくいっている

2上司は私が仕事上の問題で困っているとき,相談にのってくれる

3同僚は私が仕事上の問題で困っているとき,相談にのってくれる

4あなたの職場は,他職種・他機関との連携を重要と考えている

5経営面安定のために,収益を意識せざるを得ない職場環境である

6私の給料は,仕事の量や成果をつり合いがとれている

7残業手当など,諸手当が十分である

8在宅高齢者の情報を他職種に伝える時間がある

9在宅高齢者の情報を他職種と共有する余裕がある

10在宅高齢者の情報を他職種と検討する時間がある

11在宅高齢者・家族とおおむね良好な関係を築けている

12在宅高齢者・家族から信頼されている

13在宅高齢者・家族からよく相談を受ける

249

243

247

248

249

248

247

248

246

248

249

249

248

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

2

3

1
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因子負荷量
項  目

2 3
共通性

(第 1因子 連携時間の確保〉

9在宅高齢者の情報を他職種と共有する余裕がある

10在宅高齢者の情報を他職種と検討する時間がある

8在宅高齢者の情報を他職種に伝える時間がある

095

087

079

-000

-003

006

-001

001

002

090

073

070

(第 2因子 人的資源との肯定的な関係〉

3同僚は私が仕事上の問題で困っているとき,相談にのってくれる

1職場での人間関係は,全体としてうまくいっている

11在宅高齢者・家族とおおむね良好な関係を築けている

2上司は私が仕事上の問題で困っているとき,相談にのってくれる

4あなたの職場は,他職種・他機関との連携を重要と考えている

13在宅高齢者・家族からよく相談を受ける

070

066

062

059

056

043

-010

-006

009

-001

012

006

-001

005
-015

022
-008

000

042

043

040

049

036

022

(第 3因子 報酬への満足〉

6私の給料は,仕事の量や成果をつり合いがとれている

7残業手当など,諸手当が十分である

087

066

―O08

017

―O05

001

069

054

因子寄与

固有値

α係数

平均値

標準偏差

因子相関

第1因子

第2因子

第3因子

316

424

091

357

084

第 1因子

302

1 50

077

418

051

第 2因子

1 90

1 33

074

313

074

第 3因子

051

035 083

表4 サービス提供責任者の職場環境 (因子分析の結果 )

Ⅳ 考 察

1「チーム活動の実践度」と「特性」及び「所

属事業所の特徴」との関連

訪間看護職や介護支援専門員とのテーム活動

の経験があるサービス提供責任者の方が,支援

の質を高めたり,円滑にすすめていくためのチー

ム活動の実践度が高かった。在宅という場でのチ

ーム活動では,施設と異なり,地域に散在してい

る関係事業所の訪問看護職や介護支援専門員と

の協働をどのように進めていくかが鍵となる。チ

ーム活動として経験した事例内容をみると (表

1),終末期ケアや認知症,在宅酸素,難病等に

関わるチームでの活動を多く経験しており,その

経験を通 してサービス提供責任者は訪問看護職

や介護支援専門員とのつなが りができ次のテーム

活動実践に活かせられることから関連したと考え

る。「介護経験の有無Jや「在宅・地域関連経験

年数」「現事業所の経験年数Jで は関連はみられ

なかったことから,必ずしも単に介護の経験があ

ることや現場での在宅や地域,現事業所での現場

経験の長さがチーム活動の実践に関連しているの

ではなく,「チーム活動Jと いう経験が有意性を

もっていることが示唆されたといえる。チーム活

動の経験があるということは,チームで利用者支

援に関わる姿勢や他職種との連携力が培われてい

るため,実際の利用者支援場面におけるチーム活

動の実践に活かされていることが考えられる。さ
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独立変数 (ダ ミー)

第1因子
支援の質を高めるための

チーム活動

第2因子
支援を円滑にするための

チーム活動

167

-002

034

2470

-02村

549

157

-088

118

2368

-1255

1 925

性別ダミー (男性=0,女 I性 =1)

年齢

業務形態ダミー (兼任=0,専任=1)

160 246妾 160 2511★チーム経験の有無ダミー (な し=0,あ り=1)

サ
|

ビ
ス
提
供
音

任
者
の
特
1圭

介護経験の有無ダミー (な し=0,あ り=1)

連携に関する研修受講経験の有無ダミー (な し=0,あ り=1)

在宅・地域関連経験年数

現事業所の経験年数

訪問介護計画作成担当数

所
属

特事
徴 業

所
の

経営状態ダミー1(黒字・赤字=0,分岐点 =1)

経営状態ダミー2(黒字・分岐点=0,赤字=1)

居宅介護支援事業所併設の有無ダミー (な し=0,あ り=1)

訪問看護ステーション併設の有無ダミー (な し=0,あ り=1)

連携時間の確保

088

099

020

-052

-023

-105

-111

030

098

072

1 324

1 535

243

-689

-355

-1522

-1624

459

1472

899

022

058

003

001

080

-071

-044

-020

045

-059

337

919

036

130

1253

-1047

- 656

-310

679

-760

450 5332't it★ 551 6639★・装
人的資源との肯定的な関係

職
場
環
境 報酬への満足 -144 -1962 -043 -592

調整済み重相関決定係数R2

F値

0394・
★チ

6781

0414・
★崇

7383

表5 サービス提供責任者による訪問看護職や介護支援専門員とのチーム活動の実践度に関連する要因

(重回帰分析結果)

β:標準化係数
ナ
pく 05,表

■p<01,★・央pく ool

らに本研究では,先行研究より設定した「業務形

態」,「訪問介護計画作成担当数」との関連 もみ

られなかった。サービス提供責任者の連携に関

しては,指定基準 3条や14条 で定められているこ

と (厚生労働省 1999)や サービス提供責任者の

役割 (フ烏海 2004;武 田 2004)と して意識し,業

務形態に関係なくチーム活動を実践 していること

が推察される。訪問介護計画に関して,サービス

提供責任者は介護支援専門員等との連携を図りな

がら居宅サービス計画作成に沿って利用者のニー

ズに沿った訪問介護計画を作成することになって

いる (介護職員関係養成研修テキス ト作成委員会

編 2009)。 サービス提供責任者は,計画を作成す

るためのアセスメントを介護支援専門員だけでな

く医療情報といった訪問看護職などからの専門的

な情報 (介護職貝関係養成研4ケテキスト作成委員

会編 2009)を得ることもある。よって,訪問介

護計画作成過程でチーム活動が求められてくるた

め計画作成担当数に関連なく,チーム活動を実践

していることが考えられる。

2 「チーム活動の実践度」と「職場環境」との

関連

本研究での「人的資源」とは,利用者や家族 ,

職場内の上司や同僚といった職場内の職員,介護

支援専門員や訪問看護職といった他事業所の職

貝等様々な人々で構成されている。多くの様々な

人的資源が利用者とかかわりをもち肯定的な関係
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性が保たれていることは,多様な情報,知識,視

点のもとで適切で効果的な支援計画Fが作成され

る可能性 (副 田 1997)や 多くの情報に基づいた

包括的なアセスメント・プランの策定,利用者の

多様なニー ドに対応すること (高 山 2008)が可

能になるとされている。利用者や家族からよく相

談を受けるといった良好な関係状態であることは,

サービス提供責任者が利用者や家族にとって身

近な存在となり,利用者や家族からチーム活動を

実践していく上での源になる情報を確認すること

が可能になると考える。職場内の L司 や同僚につ

いては,サービス提供責任者にとって共に実践者

としての身近な存在となる。職場内での L司 や同

僚との関係が良好であり,職場全体の人間関係が

良いことは,サービス提供責任音にとって相談し

やすい環境となり,ス ーパービジョンといった上

司や同僚から客観的な助言を得ることができ,多

種多様な教育背景や実践経験を有するサービス

提供責任考自らのチーム活動実践の成長にもつな

がると考える。また,サービス提供責任者の職場

内には訪間介護員も所属しており,人間関係が良

い職場環境であると訪問介護員から利用者の情

報を得やすくなり,その情報がチーム活動を実践

する際のヒントにつながるものと考える。他機関

や他職種との連携について重要視している職場

環境の中でいることは,サービス提供責任者自身

もチーム活動に対する意識が高まることや活動の

範囲が広がり,チ ーム活動のメンバーである介護

支援専門員や訪聞看護職との関係性も深まりやす

いと推察される。職場外での他事業所の介護支

援専門貝等との関係について,指定基準第16条

によれば,サ ービス提供責任者が作成する訪問

介護計画は,介護支援専門員が作成した居宅サ

ービス計 lttfに 基づいて作成されることとなってい

る (厚 生労働省 1999)。 居宅サービス計画と訪

問介護計画との運動性を維持するためにも,武円

(2004)は「サービス提供責任者が介護支援専門

員とどの程度コミュニケーションを図り,信頼関

係を樹立しているかが,その後のサービス提供

のあり方に大きく影響するJと 指摘している。鳥

海 (2005)は,他職種との関係にみられるサービ

ス提供責任者の役割葛藤の現状について,介護

支援専門員や訪門看護職が判断する支援方針な

どの不一致による葛藤を報告している。介護支援

専門員や訪問看護職と肯定的な関係が保たれる

ことは,支援方針の共有化も図りやすくなり,鳥

海が報告した現状を防ぐことにもつながると考え

る。また,「連携時間の確保Jに 関して,本研究

では「チーム活動」との関連はみられなかった結

果から,連携時間を確保するだけではチーム活動

を円滑に進めたり,質を高めることにはつながら

ないことを示唆していると考える。小林 (2007)

は,良いチームに求められる要件の1つ にメンバ

ーF]の 良好なコミュニケーションをあげている。

そのコミュニケーションによって相互の力を認識

し,役割分担をすることで,「 シナジー効果J(プ

ラスの相乗効果)が生まれると指摘している。ま

た,湯浅 (2008)は,メ ンバー問だけでなく,利

用者とのII↓ 滑なコミュニケーションの重要性も指

摘 している。サービス提供責任者が利用者やチ

ームのメンバーである介護支援専「1員や訪門看護

職との良好なコミュニケーションを図ることによ

り,利用者の生活を支える援助チームとしての生

産性があがることと推察される。つまり,介護や

医療等様々なニーズを有している利用者に刈tて ,

各分野の職種が役割を担うための連携時間を保

障するだけでなく,サービス提供責任者には介護

支援専門員や訪問看護職に対する理解や彼 らと

の良好なコミュニケーションカが必要とされ,肯

定的な関係性が保たれることでチーム活動が発

揮されると考える。

V 研究の限界と◆後の研究課題

本研究の限界と課題について,ま ず第 11こ ,本

研究では調査対象者をA圏の訪問介護事業者の

サービス提供責任者に限定しているため-1党化す

ることができない。そのため,他の地域にも同様

の調査を行う等検証をしていく必要がある。第2

に,「チーム活動の実践度」に対する他の関連要

囚も明らかにし,検証していく必要がある。第3

に,本研究で設定した「チーム活動の実践度」は

62婆 介護福ネ止±  2013.8 No.19



「実践できている」,「職場環境Jは「そう思うJ

という回答選択肢は自己評価という主観的な評価

であり,客観的な評価尺度として捉えたものでは

ない。利用者評価や第三者による評価等,よ り客

観性を高める研究を工夫する必要がある。

本研究は,平成21年度大阪ガスグループ福4止

財団「研究。調査助成Jを 受けて実施した研究結

果 (代表 :松井妙子)の一部である。

◆注

1)F平成23年 度介護給付費実態調査の概況jに よれば,

介護サービス種類別 (訪問系サービス)にみた受給者

数 (年 間実受給者数。単位/千人)を みると,訪 問介

護が最 も多 く12987,次 に訪問看護は4340,訪 問入

浴介護1519,訪問リハビリテーシヨン1079の 順とな

っている。

2)「 WAM NET(ワ ムネット)」 とは,独立行政法人福

祉医療機構が運営する情報サイ トである (ホ ームペー

ジwww wam goip)oこ のサイ トでは介護・福れ卜・医

療に関わる情報を総合的に提供している。
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